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目的　平成19年，統計法が60年ぶりに改正され，厚生労働省が実施する人口動態調査等の公的統計
データの二次利用に関する規定により，死亡票に記載された死因の県間比較調査や研究が推進
されることとなった。しかしながら，人口動態調査に基づく死亡率について，長期的動向の県
間比較を行う際，「死因簡単分類名の心疾患（高血圧性を除く）を構成する内訳病名（ICD-10
小分類相当，以下，内訳病名）」を用いることの課題点を検証した報告は見当たらない。そこ
でわれわれは，平成29年度環境省委託事業「放射線健康管理・健康不安対策事業（放射線の健
康影響に係る研究調査事業）」「福島県内外での疾病動向の把握に関する調査研究」の一環とし
て，死因簡単分類名の「心疾患（高血圧性を除く）」における内訳病名別死亡率の長期的動向
の県間比較を行い，その課題点を検証した。

方法　1995年から2015年までの人口動態調査の二次利用提供データを用いて，福島県と近隣 9 県
（岩手，宮城，山形，茨城，栃木，群馬，埼玉，千葉，新潟）の40～79歳日本人男女を対象と
して，10県全体および各県別の「心疾患（高血圧性を除く）」（ICD-10：I01-I02.0，I05-I09，
I20-I25，I27，I30-I52，以下，心疾患）の内訳病名割合（％）を 5 年ごとに算出し，上位10位
までの疾患を比較した。

結果　「心疾患」において，1995年では，10県全体における内訳病名上位10疾患は， 1 位の「急性
心筋梗塞，詳細不明（I21.9）」が約半数を占め，次いで「心不全，詳細不明（I50.9）」が約
1/5を占めていた。各県別の全期間における「心疾患」の内訳病名割合は，山形・福島・茨城
ではほぼ変化が認められなかった。しかしながら，岩手・宮城・千葉・新潟は1995年時点で全体
の数％であった「心臓性突然死〈急死〉と記載されたもの（I46.1）」が，2015年には全体の約
15～40%に，宮城・栃木・埼玉は1995年時点で全体の数％であった「急性虚血性心疾患，詳細
不明（I24.9）」が，2015年では全体の約13～35%に，群馬は1995年時点で全体の数％であった
「心疾患，詳細不明（I51.9）」が，2015年では全体の約35%に，それぞれ大幅に増加していた。
その逆に，それら 7 県では，心筋梗塞や心不全の割合は減少傾向がみられた。

結論　「心疾患」の内訳病名は，急性心筋梗塞や心不全などの主要な病名の頻度が1995年以降の20
年間で変化の仕方が県によって大きく異なり，判定基準が統一されていないことが明らかと
なったことから，死亡率の長期的動向や県間比較には，単純に内訳病名を用いることは適切で
ないことが示唆された。

キーワード　人口動態統計，心疾患，死因病名，長期的動向，県間比較
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Ⅰ　緒　　　言

　死亡統計は，死亡診断書に書かれた診断名を
もとに国際疾病分類（International Classifica-
tion of Diseases：ICD）に基づいて定められた
原 死 因 を 反 映 し て い る。1995年 1 月 か ら，
ICD-10（第10回修正）が採用され，それに伴い，
改正された死亡診断書において，死亡原因記入
欄に「疾患の終末期の状態としての心不全，呼
吸不全等は書かないで下さい」と注意書きが加
えられ1）２），改正に先立って講習会などを通じ
てこの旨が周知され，1994年からその影響が現
れた1）3）。死亡診断書の改正を境に大きく変化
した心疾患死亡統計への影響に関する報告1）に
よると，すべての都道府県において全心疾患の
年齢調整死亡率が減少し，その減少は心不全の
大幅な減少によりもたらされていた。
　平成19年，統計法が60年ぶりに改正された新
統計法において，厚生労働省が実施する人口動
態調査等の公的統計データの二次利用に関する
規定により，死亡票に記載された死因に関する
県間比較調査や研究が推進されることとなった。
これまでにも特定の地域を対象とした心疾患や
脳血管疾患に関する死亡率の動向に関する報告
は散見される。しかしながら，心疾患死亡統計
の動向に急激な変化がみられた後の1995年以降，
20年以上の長期にわたって，死因簡単分類名の
「心疾患（高血圧性を除く）」（ICD-10：I01-I02.0，
I05-I09，I20-I25，I27，I30-I52， 以 下， 心 疾
患）を構成する内訳病名（ICD-10小分類相当，
以下，内訳病名）の動向を検討した報告や県間
比較を行った報告は見当たらない。
　本研究は，人口動態調査の二次利用提供デー
タを用いた死亡率に関する長期的動向の県間比
較を行う際，死因簡単分類名の心疾患を構成し
ている内訳病名別死亡率の長期的動向の県間比
較を行い，その課題点を検証した。

Ⅱ　方　　　法

　本研究の母体である平成29年度環境省委託事

業「放射線健康管理・健康不安対策事業（放射
線の健康影響に係る研究調査事業）」「福島県内
外での疾病動向の把握に関する調査研究」では，
2011年 3 月に発災した東日本大震災と東京電力
福島第一発電所事故前後での，福島県やその近
隣地域などにおける疾病の罹患や死亡の推移を
研究している。対象地域は，福島県の他，岩手
県，宮城県，山形県，茨城県，栃木県，群馬県，
埼玉県，千葉県，新潟県の全10県とした。これ
らの10県を選定した理由は，1福島県と県境で
接している地域（宮城，山形，茨城，栃木，群
馬，新潟），2東日本大震災で福島県同様，津
波で甚大な被害を受けた地域（岩手，宮城），
3放射性物質汚染対処特措法に基づき汚染状況
重点調査地域と指定された市町村のある地域
（岩手，宮城，福島，茨城，栃木，群馬，埼玉，
千葉）である。
　本研究は，1995年から2015年までの人口動態
調査の二次利用提供データを用いて，福島県と
近隣 9 県（岩手，宮城，山形，茨城，栃木，群
馬，埼玉，千葉，新潟）の40～79歳男女（国籍
が日本人のみ）における「心疾患」の内訳病名
割合（％）を 5 年ごと（1995年・2000年・2005
年・2010年・2015年），10県全体および各県別
に検討した。「心疾患」は，「慢性リウマチ性心
疾患（I05-I09）」「急性心筋梗塞（I21-I22）」
「その他の虚血性心疾患（I20，I23-I25）」「慢
性非リウマチ性心疾患（I34-I39）」「心筋症
（I42-I43）」「不整脈および伝導障害（I44-I49）」
「心不全（I50）」「その他の心疾患（I01-I02.0，
I27，I30-I33，I40-I41，I51-I52）」に よ り 構 成
されており，本研究はそれらのICD-10小分類
相当の疾患（内訳病名）を用いた。
　なお，本研究の遂行にあたっては，「人を対
象とする生命科学・医学系研究に関する倫理指
針」を遵守し，大阪大学研究倫理審査委員会の
承認（2022年 4 月18日承認番号15272- 9 ）を得
た。

Ⅲ　結　　　果

　はじめに，各10県の心疾患年齢調整死亡率の
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年変化としては，他の 9 県同様，1995年以降減
少傾向が認められ，男性同様，新潟県が最も低
い水準で推移していた。
　次に，10県全体における「心疾患」の内訳病
名について，1995年時点の上位10疾患における
5 年ごとの推移を図 2に示す。1995年から2015
年にかけて，当初全体の半数近く（約43％）を

占め最も多かった「急性心筋梗塞，詳細不明
（I21.9）」は近年になるほど減少し，2015年に
は依然として最も多い頻度を示してはいるが約
28%まで減少していた。また，当初 ２ 番目に多
かった「心不全，詳細不明（I50.9）」も約20％
から，2015年には約16%へと減少した。一方，
当初10位圏外（14位）であった「心臓性突然死

25年間の推移を図 1に示す。
男性では，福島県が特に2003
年以降10県の中で最も高い年
が多くを占める高い水準で推
移していた。その一方，経年
変化としては，1995年から
2012年にかけて横ばいで推移
した後，2012年以降は減少傾
向に転じた。他の 9 県は，い
ずれも1995年以降減少傾向を
示しており，特に新潟県が最
も低い水準で推移していた。
女性においても，福島県は，
2008年以降は10県の中で最も
高い水準で推移していた。経

図 1　各10県における心疾患年齢調整死亡率の推移（1995～2015年）

図 2　10県全体における1995年時点の「心疾患」内訳病名上位10疾患の 5年ごとの
　　　推移（1995～2015年）
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〈急死〉と記載されたもの（I46.1）」が，2000
年以降10位内に上昇し，2015年には約13％を占
め 3 位となった。「心疾患，詳細不明（I51.9）」
も，当初約 1 ％と10位圏外（17位）であったが，
2005年以降約 3 ％前後に増加し，2015年には ６
位となった。また，当初 9 位の「急性虚血性心
疾患，詳細不明（I24.9）」は約 ２ ％から，2010
年以降約11％まで増加した。一方，当初 3 位の
「その他の型の慢性虚血性心疾患（I25.8）」は，
2000年は上位10位内であったがその後減少し，
2005年以降は約 1 ％前後と10位圏外となった。
当初10位の「心停止，詳細不明（I46.9）」は，
約 ２ ％から経年的に減少し，2015年は約0.2％
となった。「心房細動及び粗動（I48）」「拡張型
心筋症（I42.0）」「うっ血性心不全（I50.0）」
「陳旧性心筋梗塞（I25.2）」「慢性虚血性心疾
患，詳細不明（I25.9）」の 5 疾患はいずれも約
２ ～ 4 ％前後と大きな変化はみられなかった。
　同様に，「心疾患」における各10県の1995年
～2015年時点の内訳病名上位10疾患を図 3 - 1

（岩手，宮城，山形，福島，茨城）および図 3
- 2（栃木，群馬，埼玉，千葉，新潟）に示す。
山形・福島・茨城では，全期間を通じて上位の
疾患名はほぼ変わらず，全体の約60～70%を 1
位「急性心筋梗塞，詳細不明（I21.9）」， ２ 位
「心不全，詳細不明（I50.9）」が占めていた。
一方で，それ以外の 7 県においては大きな変動
がみられた。例えば，岩手では，「心臓性突然
死〈急死〉と記載されたもの（I46.1）」が，当
初の約 1 %（14位）から2000年には約10%（ 3

図 3 - 1 　各10県における「心疾患」内訳病名上位10疾患（岩手，宮城，山形，福島，茨城）
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位）へ増加し，2010年にそれまで 1 位であった
「急性心筋梗塞，詳細不明」を上回り，2015年
には全体の半数近く（約43％）を占め最多と
なった。宮城も同様に， 1 位は1995年から2015
年まで変わることなく，「急性心筋梗塞，詳細
不明」であったが，当初約 ２ %（ 8 位）であっ
た「心臓性突然死〈急死〉と記載されたもの」
が，2000年以降経年的に増加し，2015年には約
16%（ ２ 位）となった。栃木では，当初約43%
を占め最も多かった「急性心筋梗塞，詳細不
明」は，経年的に減少しながらも，2010年まで
上位 1 位を占めていたが，2015年約26%と「急
性虚血性心疾患，詳細不明（I24.9）」より下回
り ２ 位となった。その「急性虚血性心疾患，詳
細不明」は当初は約 ６ %程度であったが，2015
年には約35%を占め最多となった。群馬は，他
県と同様に，1995年から2000年までは，「急性
心筋梗塞，詳細不明」が最も多かったが，2000
年以降，「心疾患，詳細不明（I51.9）」が経年
的に増加し，2010年には「急性心筋梗塞，詳細

不明」を上回って逆転し 1 位となった。埼玉は，
全期間を通じて， 1 位は「急性心筋梗塞，詳細
不明」であったが，その割合は当初の約46％か
ら2015年には約26％へと減少した。また，当初
２ 番目に多かった「心不全，詳細不明」は，
2005年以降「急性虚血性心疾患，詳細不明」を
下回った。千葉は，他県と同様に，2000年まで
「急性心筋梗塞，詳細不明」が最多で，次いで
「心不全，詳細不明」であったが，2005年以降
は両者の割合が逆転した。さらに，「心臓性突

図 3 - 2 　各10県における「心疾患」内訳病名上位10疾患（栃木，群馬，埼玉，千葉，新潟）
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然死〈急死〉と記載されたもの」は1995年以降
経年的に増加し，2015年には約30％を占め最多
となった。新潟は，山形・福島・茨城の各県と
同様，全期間を通じて 1 位「急性心筋梗塞，詳
細不明」， ２ 位「心不全，詳細不明」であった
が，「心臓性突然死〈急死〉と記載されたも
の」が経年的に増加し，2015年には 3 位（約16
％）となった。

Ⅳ　考　　　察

　1995年から2015年までの人口動態調査の二次
利用提供データを用いて，福島県と近隣 9 県
（岩手，宮城，山形，茨城，栃木，群馬，埼玉，
千葉，新潟）の40～79歳日本人男女を対象とし
て，10県全体および各県別の「心疾患」の内訳
病名の割合（％）を 5 年ごと，全10県および各
県別に検討した。その結果，「心疾患」におい
ては，1995年に上位10位以内にあった内訳病名
の各割合が2015年までのわずか20年の間に，ほ
ぼ変化のない県から大幅に変動している県に至
るまで，判定基準が統一されていないことが明
らかとなった。
　20年の間にほぼ変化のない県から大幅に変動
している県の特徴として，大規模な治療施設の
開設時期の影響が考えられる。福島は，大震災
と原発事故による特に沿岸部付近において甚大
な被害を受けたにもかかわらず，「心疾患」の
内訳病名の割合は，ほぼ変化がみられなかった。
一方で，福島と同様に，大震災による特に沿岸
部分付近において甚大な被害を受けた岩手，宮
城では，「心疾患」の内訳病名の割合は，大幅
に変動していた。このように異なった動向を示
した理由の 1 つとして，福島は，1995年以前か
ら，救急センターの開設やドクターカーの導入
が開始していたのに対して，岩手および宮城で
は，1995年以降に心臓血管センターなどの大規
模の治療施設が開設されていたことから，その
ことが影響している可能性が考えられる。同様
に，大幅に変動していた他県においても，1995
年以降に大規模な治療施設の開設がなされてい
た。

　一方で，「心疾患」全体の死亡率の動向は比
較的安定しており，最近20年ほどの間に県を単
位とした真の解剖学的死因病名における死亡率
の変動が起きているとは考えにくい。ほとんど
の先進国では，虚血性心疾患の死亡率は，1960
年代後期，または70年代初頭から徐々に低下傾
向にあり，日本においても1970年以来同様の傾
向にあった4）-10）。しかしながら，日本の心疾患
死亡の約半数は心不全（ICD- 9 ：428）に分類
されるものが多数を占め，1993年の死亡統計で
は心疾患の60.2%が心不全であった1）11）。これは，
欧米諸国との比較でも特に高いことから1）12）13），
1995年 1 月から，ICD- 9 からICD-10への移行
および死亡診断書作成ルールの変更が行われた。
これらの変更による死亡率への影響に関する研
究として，斉藤らは，1993年から1995年までの
人口動態統計を用いて死亡診断書作成ルール改
正前後の心疾患死亡統計の変化（1993年と1995
年の死亡率の変化率）を都道府県別に検討した
結果，ほとんどの都道府県において1995年は
1993年より20～39％減少を示し，心疾患の死亡
診断の変化による影響が大きい1）ことを報告し
た。また，岡山らは，人口動態統計による30～
69歳における1968年から2002年までの年齢調整
心疾患・虚血性心疾患・その他の心疾患死亡の
動向を示し，心疾患は1995年の変更に伴い，心
疾患全体としての死亡率が大きく変動したこと
および急性心筋梗塞や狭心症など類似した病態
をまとめた虚血性心疾患死亡が急激に増加する
一方，その他の心疾患は全体同様，急激な減少
を示したことを報告した4）。しかしながら，い
ずれの先行研究も1995年前後の調査結果である
ことから，本研究はわれわれの知る限り，1995
年以降の20年にわたる県単位別の心疾患死亡率
の動向を検討した初めての知見である。
　今後，さらに脳卒中など他の疾患についても
同様の検討を行い，分析を続ける予定である。

Ⅴ　結　　　語

　1995年から2015年までの 5 年ごとの人口動態
統計死亡データに基づく心疾患の内訳病名別を
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10県で比較した結果，心疾患の主要な内訳病名
の変動が大きい県から小さい県まで，県単位で
の多様化が急速に進んでおり，変動が大きい県
における心筋梗塞等の内訳病名別死亡率の長期
的動向や県間差を単純に比較することは適切で
ないと考えられた。
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